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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　媒体導管を差込み接続するための受容部と、ハウジング部を任意の装置またはその他の
媒体導管に接続するための接続部の二つの部分からなる、ハウジング部から構成され、
　前記接続部は金属で構成され、プラスチックで構成された前記受容部と、同軸回転対称
差込み継手を介し、相補係合かつ周方向に閉じた曲線で接続され、
　前記接続部は差込み部によって前記受容部の差込み受部内に差し込まれ、
　前記差込み部は半径方向外向きに突き出した係止段によって、前記差込み受部内に設け
られた半径方向のアンダーカット面に後方から当接して相補係合している媒体導管用の接
続装置であって、
　前記受容部は、前記差込み継手の差込み軸（Ｘ）と同軸の、軸方向に突き出した環状凸
部を有し、該環状凸部は、案内するために、前記接続部内に形成された対応する凹部に摩
擦係合し、
　前記接続部の前記差込み部および前記受容部の前記差込み受部の間に、シーリングチャ
ンバ内に配置されている弾性周回シールによって半径方向外側に向けて封止された環状隙
間を有し、
　前記シーリングチャンバは、前記接続部の円筒状外周面と該円筒状外周面から半径方向
外側に向かって突き出した段面とを一方とし、前記受容部の円筒状内周面と該円筒状内周
面から半径方向内側に向かって突き出した段面とを他方とした両者の間に形成され、
　前記二つの段面は、前記シーリングチャンバを軸方向に規定し、
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　前記円筒状内周面は前記環状凸部の一部を形成することを特徴とする接続装置。
【請求項２】
　前記差込み継手は、
　差込み継合わせプロセスの間に、前記接続部の前記差込み部の、前記係止段を有する半
径方向外側の環状縁を介して、
　前記受容部の前記差込み受部の内部領域が、所要の直径拡張百分率Ｅｄ（Ｅｄ＝（ｄａ
－ｄｉ）／ｄｉであり、ｄａは前記環状縁の外径であり、ｄｉは前記差込み受部の最小内
径である）だけ弾性拡張されるように、設計されていることを特徴とする、請求項１に記
載の接続装置。
【請求項３】
　前記直径拡張百分率Ｅｄが、５～７％であり、かつ、使用するプラスチック材料の伸び
率未満であることを特徴とする請求項２に記載の接続装置。
【請求項４】
　前記受容部の前記環状凸部は、該環状凸部の自由端の少なくとも半径方向外側に挿入斜
面を有し、
　前記差込み継合わせプロセスの間に、半径方向に拡張された前記受容部の前記環状凸部
が、前記接続部内に形成された対応する前記凹部に挿入可能であることを特徴とする、請
求項２または３に記載の接続装置。
【請求項５】
　前記接続部の前記差込み部は、端部外側に面取り状の、前記係止段に前置された挿入斜
面を有することを特徴とする、請求項１から４のいずれか一項に記載の接続装置。
【請求項６】
　前記受容部の前記差込み受部内には、スロート部が形成され、該スロート部は、一端が
前記アンダーカット面に移行し、他端が前置された挿入斜面を有することを特徴とする、
請求項１から５のいずれか一項に記載の接続装置。
【請求項７】
　前記受容部は、繊維強化プラスチックで構成され、
　少なくとも前記差込み受部の領域には、拡張方向に対して横向きの、軸方向に繊維配向
が存在することを特徴とする、請求項１から６のいずれか一項に記載の接続装置。
【請求項８】
　前記接続部の前記差込み部は、組み合わされた状態において、半径方向の応力除去がさ
れて、前記受容部の前記差込み受部内に配置されていることを特徴とする、請求項１から
７のいずれか一項に記載の接続装置。
【請求項９】
　ハウジング部を構成する部品の少なくとも一方、特に前記受容部、はエルボとして形成
され、
　前記受容部は前記接続部に対して前記差込み軸（Ｘ）周りに回転可能であることを特徴
とする、請求項１から８のいずれか一項に記載の接続装置。
【請求項１０】
　組み合わされた状態において、
　ハウジング部を構成する部品が、特定の配向角度で、前記差込み軸（Ｘ）周りの相対回
転することを防止する、および／または、軸方向に相対運動することを防止する、部材に
よって特徴づけられている、請求項９に記載の接続装置。
【請求項１１】
　回転防止手段としてのクリップ要素が、前記接続部と前記受容部との間の連結領域に外
側から取り付けられており、
　クリップ要素は、一方で前記受容部に設けられた外歯形に相補係合し、他方で前記接続
部の六角部を相補係合して外被することを特徴とする、請求項１０に記載の接続装置。
【請求項１２】
　クリップ要素は、軸方向において前記受容部と前記接続部との間に形成された周回隙間
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に向けて突出する、少なくとも一つの半径方向の安全部分を有することを特徴とする、請
求項１１に記載の接続装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、独立請求項１のプリアンブルに記載の、媒体導管を差込み接続するための受
容部と、ハウジング部を任意の装置またはその他の媒体導管に接続するための接続部の二
つの部分からなる、貫流路を有するハウジング部からなり、接続部は金属で形成されて、
プラスチックで形成された受容部と、同軸回転対称差込み継手を介し、相補係合かつ周方
向に閉じた曲線で接続されている構造の媒体導管用の接続装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　このような接続装置は、欧州特許第１６９７６７５号明細書から公知である。この公知
の接続装置は、差込み継手として形成されているので、媒体導管は、容易かつ速やかに、
ハウジング部の差込み受部に差し込まれる。差込み受部内には、差し込まれた導管を機械
的に固定するための保持要素と、導管の周方向の封止を行なうための流体シールとが配置
されている。この公知の態様において、プラスチック製受容部と金属製接続部との間の相
補係合の差込み継手は、受容部が接続部に係止結合して、係合する。そのため、金属製接
続部に必須の内側の溝状の係合凹部は、内側領域の切削加工が必要となるために、非常に
高い製造コストにつながる。さらに、金属製接続部の形状剛性が高いために、差込み継合
わせプロセスにおいて、プラスチック製受容部は半径方向に圧縮されなければならないが
、これは限られた範囲でのみ可能であるため、係止の有効面の半径方向の重なりが制限さ
れるとともに、係止結合の効果的な保持力も制限されることになる。
【０００３】
　さらに、このような接続装置の同様の実施形態、これについては、例えば国際公開第２
００９／０４０４８９号、および独国特許発明第１０２００５０２７８１６号明細書参照
のこと、も知られており、これらは、接続部が、外側周方向の刃縁によって受容部に係合
する。したがって、外側周方向の刃縁は、相補的、もしくは少なくとも摩擦的に受容部の
もとの円筒状の内周面に係合する。しかし、これは、プラスチック製受容部が、持続的に
半径方向のプレストレスに曝されるという短所がもたらされ、これが、刃縁によって引き
起こされる切り欠き効果によって、いわゆる応力腐食割れをもたらすとともに、それによ
って、接続装置の損傷もしくは機能不全の原因となることがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】欧州特許第１６９７６７５号明細書
【特許文献２】国際公開第２００９／０４０４８９号
【特許文献３】独国特許発明第１０２００５０２７８１６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、上記のような種類の接続装置を、プラスチック製受容部と金属製接続
部との間の差込み継手領域において改良し、信頼度の向上および組み立て／使用特性の改
善が達成されるようにすることである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明によれば、上記目的は、独立請求項１記載の特徴によって達成される。本発明の
有利な実施態様の特徴は、従属請求項ならびに下記説明にも記載したとおりである。
【０００７】
　したがって、本発明によれば、接続部は差込み部によって受容部の差込み受部内に差し
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込まれ、差込み部は半径方向外向きに突き出した係止段によって、差込み受部内に設けら
れた半径方向のアンダーカット面に後方から当接して相補係合するように構成されている
。
　こうした有利な態様によって、重要な利点が達成される。
　例えば、先ず、プラスチック製差込み受部内の半径方向のアンダーカット面は、比較的
簡単な成形技術的により製造可能である。
　差込み継合わせプロセスの間に、形状不変な金属製差込み部により、プラスチック製差
込み受部の一部の領域は半径方向に弾性的に拡張される。プラスチック材料の弾性は、半
径方向の圧縮よりも、拡張に好適に利用することができる。この点で、受容部は、繊維強
化プラスチックで構成され、少なくとも差込み受部の領域には、拡張方向に対して横向き
の、軸方向に繊維配向が主に存在するのが有利である。係止領域において拡張方向に対し
て約９０°をなす、この所定の繊維配向は、プラスチック射出工程中の適切な処置、特に
、射出ポイントの配置および配向、射出速度および成形金型によって保証することができ
る。適切なパラメータは、シミュレーション、例えば“充填シミュレーション”なる用語
によって知られている、ディジタルプロトタイピングにおいてプラスチック射出成形工程
のシミュレーションのための方法を用いて求めることができる。
【０００８】
　さらに、有利なことに、本発明によれば、接続部の差込み部は、その係止段と、組み合
わされ、差し込まれた状態において、半径方向の応力除去がされて、受容部の差込み受部
内に配置されている。差込み部の係止段に対応する、差込み受部に形成されたアンダーカ
ット面により、差込み継合わせプロセスの間に発生した拡張は完全に解消されるため、プ
ラスチック製受容部の応力除去が達成される。これによって、前述した応力腐食割れの問
題は完全に回避される。さらに、本発明に係る差込み継手を介して接続された二つの部品
は、有利なことに、差込み軸周りに自由に、つまり僅かな力で相対回転可能である。
このことは、二つのハウジング部品のうちの一方、特に受容部が、エルボ、Ｔ形ピースま
たはＹ形ピース等のように形成されている場合に特に有利であるが、それは差込み継手領
域におけるこうした回転可能性を、ハウジング部品の相対配向角度調整に利用することが
できるからである。この場合、配向角度調整を行なった後、エルボを配向角度ポジション
に固定するために、相対回転することを防止する追加の手段が設けられているのが有利で
ある。さらに、軸方向に相対運動することを防止する防止手段も設けられていてよい。
【０００９】
　本発明のさらに別の有利な態様において、受容部はその自由端に、差込み軸と同軸の、
軸方向に突き出した環状凸部を有し、該環状凸部は、差込み軸への相対傾倒を防止して、
案内するために、接続部内に形成された対応する凹部に摩擦係合する。これにより、受容
部の環状凸部と、接続部に形成された凹部内の円筒状内周面とを介して、互いに係合する
二つの差込み継手の部品の実効軸方向にガイド長さの延長が達成される。好ましくは、環
状凸部はその自由前端領域によって、接続部の凹部の底部領域の相補係合切込み凹部に係
合するため、環状凸部の半径方向内側面にも摩擦式のガイド部が存在する。この場合、差
込み継合わせプロセスで発生したプラスチック製受容部の半径方向の拡張を顧慮し、受容
部の環状凸部は、該環状凸部の自由端の少なくとも半径方向外側に挿入斜面を有し、差込
み継合わせプロセスの間に、常に半径方向に拡張された環状凸部が、接続部内に形成され
た対応する凹部に挿入可能である。これにより、差込み軸に対して垂直な面同士の半径方
向の交差ないし重なりは、面同士が挿入斜面の領域でのみ交差し、環状凸部は常に凹部内
にしっかり差し込まれるため、回避されることになる。係止領域では約５から７％の拡張
が生じても、環状凸部の自由端領域における円周の拡張は５から７％未満のわずかな拡張
であり、挿入斜面は、接続部の対応する凹部の差込領域への環状凸部の最初の接触が常に
挿入斜面内で行なわれるように、設計されている。挿入斜面は、安全のため、環状凸部の
自由端領域に６から１０％の拡張が生じても差込み継合わせプロセスが損なわれないよう
に設計されている。組み立て中に、環状凸部は接続部の凹部内に広くわたり密接しており
、環状凸部の拡張応力は接続部によって支持される。これにより、組み立て中に、環状凸
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部の亀裂は確実に回避される。組み合わされた状態で、環状凸部は、接続部に形成された
凹部で拡張なしに、直径遊びとして０．１４から０．３８ｍｍの範囲、ないし、半径遊び
として０．０７から０．１９ｍｍの範囲にある僅かな継手遊びで摩擦されており、蛇行状
の輪郭が、外部からのダスト、湿気等の侵入を防止する汚染封止のためのラビリンスシー
ルを形成しているのが好ましい。
【００１０】
　ハウジング部を構成する二つの部品の相互周回封止を行うために、差込み継手領域には
弾性周回シールが設けられており、該周回シールは、有利には、接続部の円筒状外周面と
該外周面から半径方向外側に向かって突き出した段面とを一方とし、受容部の円筒状内周
面と該内周面から半径方向内側に向かって突き出した段面とを他方とした両者の間に形成
されたシーリングチャンバ内に配置されている。こうした有利な実施形態により、両面に
は、半径方向のシール凹部がまったく不要である。これにより、特に接続部の差込み部の
円筒状外周面に載設することにより、周回シールの簡単な軸方向の組み立てが可能である
。さらに、シール凹部が存在しないために、差込み受部を有するプラスチック製受容部は
成形技術的に簡単に、詳しく言えば円筒状内周面の領域の軸方向の離型によって有利に製
造可能であり、そのため、離型バリは発生せず、むしろ、バリのない、周方向に平滑なシ
ール面が達成される。
【００１１】
　以下、図面によって具体的に示した好ましい実施形態を参照して、本発明を詳細に説明
する。各図は以下を示している：
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】アングル継手として形成された本発明による接続装置の縦断面図である。
【図２】図１に示した接続装置の斜視図である（図４に示した保護クリップを除く）。
【図３】図１に示した接続装置の本発明上不可欠な要素の側面図と分解図とを兼ねた図で
あり、当該要素はそれぞれ半縦断面図によって表されている。
【図４】追加の保護クリップを示す別個の図である。
【図５】差込み結合の差込み継合わせプロセスの開始時の状態における、図１および３に
対応する部分図である。
【図６】完全に組み立てられ組み合わされた状態における、差込み継手の係止領域の縦断
面図である。
【図７】差込み継合わせプロセスの中間状態における、図５と同様な図である。
【図８】接続装置の縮小側面図とソケットスパナの形の追加の組付けツールを示す図であ
る。
【図９】ソケットスパナの変形で、図８と同様な図である。
【図１０】図８のＸ‐Ｘ線による横断面図である。
【図１１】図９のＸＩ‐ＸＩ線による横断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　図面の各図において、同一部品には常に同一符号を付してある。
【００１４】
　以下に行なう説明につき、本発明は、実施形態に限定されるものではなく、また、説明
された特徴の組み合わせのうちのすべての特徴または複数の特徴に限定されるものでもな
く、むしろ、当該実施形態／各実施形態の個々の部分特徴は、それと関連して説明された
他のすべての部分特徴から切り離されても、それ自体発明上の意義を有し得るとともに、
また、他の実施形態の任意の特徴と組み合わされても、さらにまた、請求項記載の特徴組
み合わせおよび遡及的引用とも無関係に、等しく発明上の意義を有し得る旨明確に強調し
ておくこととする。
【００１５】
　本発明による接続装置１は、図中不図示の媒体導管、すなわち流動媒体または圧力媒体
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、例えば液体および／または気体用のパイプまたはホースを任意の装置またはその他の導
管に接続結合するために使用される。そのため、接続装置１は、それぞれの媒体用の貫流
路４を有するハウジング部２からなり、ハウジング部２は二つの部分からなり、それぞれ
の媒体導管を差込み接続するための受容部６と、ハウジング部２の他端を接続するための
接続部８とで構成されている。
【００１６】
　図１に示した実施形態において、受容部６は、導管端の簡単な差込みによって媒体導管
を素早く、かつ、好ましくは取り外し可能な接続のために、受容口１０を有している。差
し込まれた導管端が抜脱しないように固定すべく、受容口１０内には保持要素１２が支持
されており、該保持要素は、図示の実施形態において、円周全体にわたって均等に配置さ
れた、半径方向の内側かつ差込み方向に傾斜して延び、それによって、導管端の外周面に
かえし状に摩擦係止作用および／または相補係止作用をもたらす複数の保持歯を備えた、
弾性力のある歯車として形成されている。導管端の接続解除を行なうために、保持要素１
２を変形させることのできる軸方向にスライド式の接続解除要素１３が設けられている。
さらに、差し込まれた導管端を外部に対して封止するために、受容口１０内には少なくと
も一つの周回シール１４が配設されている。さらに図示したように、受容口１０内には支
持スリーブ１６が同軸的に配置されて、導管端は差込み時に該支持スリーブ１６の円筒状
外周面に被嵌することができるようになされていてもよい。これによって、差し込まれた
導管端は支持スリーブ１６により保持要素１２の保持力に対抗して半径方向に支持される
。導管接続に関するさらなる詳細は独国特許出願公開第２０２０１２１０２３４２号明細
書に開示されている。
【００１７】
　接続部８は、例示的に図示したように、例えば任意の装置への接続用におねじアダプタ
１８を有していてよく、ねじ締めのために六角部２０が設けられている。該装置と接続部
８との封止のために、おねじアダプタ１８と六角部２０との間の移行領域にはシールリン
グ２２が配置されている。
【００１８】
　さらに、金属、特にアルミニウムまたは真鍮、スチール等で形成された接続部８は、プ
ラスチックで形成された受容部６と、同軸回転対称な差込み継手２４を経て、相補係合し
て周方向に閉じた曲線で接続されている。したがって、この差込み継手２４はスナップ式
の相補係合接続であって、周回密接して支持作用を果たす。これにより、高い接続強度が
達成される。
【００１９】
　本発明によれば、接続部８は差込み部２６によって受容部６の差込み受部２８内に差し
込まれ、差込み部２６は半径方向外向きに突き出した係止段３０によって、差込み受部２
８内に設けられた半径方向のアンダーカット面３２に後方から当接して相補係合するよう
に形成されている。これについては、特に、図３を参照されたい。相補係合を達成すべく
、いわゆるアンダーカット角度β、これについては図１，３および６を参照のこと、は少
なくとも９０°、つまりβ≧９０°である。
【００２０】
　好ましい実施態様において、受容部６は、差込み受部２８に接続して、差込み継手２４
の差込み軸Ｘと同軸の、軸方向に突き出した環状凸部３４を有しており、該環状凸部は、
案内するために、接続部８内に形成された対応する軸方向の凹部３６に摩擦係合する。差
込み継手２４は、差込み継合わせプロセス、これについては図５から７を参照のこと、の
間に、接続部８の差込み部２６の、係止段３０を有する半径方向外側の環状縁３８を介し
て、受容部６の差込み受部２８の内部領域が、好ましくは５から７％だけ、弾性拡張され
るように、設計されている。これは直径比の設計によって達成される。図３において、環
状縁３８の外径には符号“ｄａ”が付され、差込み受部２８内の最小内径には符号“ｄｉ
”が付されている。したがって、Ｅｄ＝ｄａ－ｄｉ／ｄｉから、所要の直径拡張百分率が
得られる。ただし、それぞれの直径比によって設計される拡張率は、常に、使用されるプ
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ラスチック材料の伸び率未満である。
【００２１】
　受容部６の環状凸部３４は、差込み継合わせプロセス（図５から７）の間に、半径方向
拡張時に常に、接続部８内に形成された対応する凹部３６に挿入可能であるように、該環
状凸部の自由端の少なくとも半径方向外側に挿入斜面４０を有している。ただし、図７に
おいて、拡張変形状態は、明確にするために、やや誇張されている。
【００２２】
　好ましくは、受容部６は繊維強化プラスチックで形成されている。これにつき、図３に
追加的な部分拡大図と破線によって示唆したように、少なくとも差込み受部２８の領域に
は、軸方向、つまり差込み軸Ｘと平行な繊維配向が存在する。したがって、材料中に埋め
込まれた、破線で示唆した繊維は、拡張方向（矢印Ｄ）に対して横向きに配向されており
、これによって弾性的な拡張が容易になる。
　さらに、図１および６から判明するように、組み合わされた状態において、接続部８の
差込み部２６と受容部６の差込み受部２８との間の環状隙間は弾性周回シール４２を介し
て外部に対して封止されている。この周回シール４２は、有利には、接続部８の円筒状外
周面４６と該外周面から半径方向外側に向かって突き出した段面４８とを一方とし、受容
部６の円筒状内周面５０と該内周面から半径方向内側に向かって突き出した段面５２とを
他方とした両者の間に形成されたシーリングチャンバ４４内に配置されている。
【００２３】
　上記の円筒状内周面５０は、好ましくは、環状凸部３４の領域に位置し、つまり、環状
凸部３４の内側面は内周面５０を形成している。こうした有利な態様により、構造的に簡
単なシール配置が実現でき、こうして、製造および組み立てが簡単になる。さらに、内周
面５０は軸方向に離型可能であり、それにより、成形継ぎ目なしに離型可能であるために
、この内周面は平滑なシール面として、周回シール４２の周回密接によって優れた封止を
保証する。
【００２４】
　さらに、接続部８の差込み部２６は、係止段３０を有する環状縁３８の端部外側に面取
り状の、係止段３０に前置された挿入斜面５４を有しているのが有利である（図３を参照
のこと）。
【００２５】
　さらに、受容部６の差込み受部２８の内部には、最小内径ｄｉを形成するスロート部５
６が設けられており、このスロート部は一端がアンダーカット面３２に連続し、他端には
、前置された挿入斜面５８が形成されている。
【００２６】
　特に図６に示した状態から理解されるように、差し込まれ、組み合わされた状態で、接
続部８の差込み部２６の特に環状縁３８と係止段３０の領域は、半径方向応力除去されて
、受容部６の差込み受部２８内に配置されている。環状縁３８は、差込み受部２８のアン
ダーカット面３２を形成する緩和溝６０内に、外側半径方向ゆとりをもって着座している
。
【００２７】
　さらに、図１および３から判明するように、好ましくは、ハウジング部２を構成する部
品６，８の少なくとも一方、しかも、図示したように、特に受容部６、はエルボとして形
成されていてよい。受容部６が接続部８に対して差込み軸Ｘ周りに回転可能であり、接続
部８に対する受容部６の配向角度調整を行なうことができる。この場合、組み合わされた
状態において、一定の配向回転角度を保つべく、差込み軸Ｘ周りの部品６，８の相対回転
を防止するとともに、好ましくは両者の軸方向の相対運動も防止する追加の手段が設けら
れていることが好ましい。図１および４から看取されるように、上記防止手段として、基
本的にリング状のクリップ要素６２が、接続部８と受容部６との間の連結領域に外側から
取り付けられている、または取り付け可能であってよい。このクリップ要素６２は、一方
で、受容部６に設けられた外歯形６４、これについては、特に、図２，３，５を参照のこ
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されるように、クリップ要素６２は、開いた状態で弾性変形によって取り付けおよび取外
しが可能なように、円周方向の１箇所で開閉可能であってよい。外歯形６４に係合するた
め、クリップ要素６２は、図４に示したように、対応する対向歯形６８を具備した内側縁
６６を有している。また、接続部８の外周の六角部２０を外被係合するために、クリップ
要素６２は内周面が六角部に対応する六角穴７２を具備した区域７０を有している。図４
に示したように、歯形６４，６８は、例えば１０°の角度ピッチαで形成されて、それぞ
れ１０°ごとの段階的な配向角度調節を行なうことができるように形成されていてよい。
さらに、クリップ要素６２は、図１に示したように、少なくとも一つの半径方向の内向き
突出部７４により、軸方向において受容部６と接続部８との間に形成された周回隙間７６
（これについては図６を参照のこと）に係合し、部品６，８の軸方向遊びをブロックする
ことができる。
【００２８】
　受容部６と接続部８の間の接続の、上述した本発明に係る実施形態により、有利には、
軸方向の全長ないし全高を短縮することができる。これについて図８から１１に例示的に
図示したように、接続装置１がエルボまたはＴ形ピースとして形成されている実施態様に
おいて、全高が僅かであることにより、組み立て、すなわち接続部８のネジ締めを行なう
ために、末端に位置する端縁が開放した少なくとも一つの側面端開口端凹部８２を有し、
受容部６のアングル部を跨いで軸方向から接続部８の六角部２０に被せることのできるソ
ケットスパナ８０を使用することができる。図９および１１から看取されるように、Ｔ形
ピース（図中不図示である）として形成された受容部６との組み立て用のソケットスパナ
８０は、互いに反対側に位置して対向する二つの凹部８２を有している。受容部６の外径
が、好ましくは、ソケットスパナ８０の当該凹部ないし各々の凹部８２が被せられる領域
においてテーパすることにより、ソケットスパナ８０の当該凹部ないし各々の凹部８２は
狭幅に、すなわち、エルボ、これについては図８および１０を参照のこと、の場合には、
いずれにせよ、六角部２０の６個のコーナー２０ａのうちの少なくとも４個が凹部８２を
有するソケットスパナ８０内に確実に収容され、Ｔ形ピースとして形成されている場合、
これについては図９および１１を参照のこと、には、必要とされる凹部８２が二つである
ために、互いに反対側に位置して対向する少なくとも２個のコーナー２０ａが当該ソケッ
トスパナ内に確実に収容されるように、形成されていてよい。
【００２９】
　本発明は、図示説明した実施形態に限定されるものではなく、発明の趣旨により機能的
に等しいすべての実施形態をも含むものである。実施形態はすべての特徴の組み合わせに
限定されるものではなく、むしろそれぞれの個々の部分特徴は、他のすべての部分特徴か
ら切り離されても、それ自体発明上の意義を有し得る旨明確に強調しておくこととする。
さらに、本発明は、従来と同様、それぞれの独立請求項に定義された特徴組み合わせに限
定されるものでもなく、総じて開示されたすべての個別特徴のうちの特定の特徴のその他
のあらゆる任意の組み合わせによって定義されていてもよい。これは、基本的に、それぞ
れの独立請求項に開示された各々の個別特徴は実際に省かれても本願明細書の他の箇所で
開示された少なくとも一個別特徴によって置き換えられてもよいことを意味している。そ
の限りで、請求項は、発明を画定しようとする第一の試みとして理解されなければならな
い。
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